
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全損保ゼネラリ分会 
第 1 回総会開催 
 
 

8 月 4 日 東京法律事務所において第 1 回総会を開催 
執行部の選出、分会規約、要求書を全会一致で確立 

全損保ゼネラリ分会 

 

○8月 4日 18 時より、顧問弁護士事務所である東京法律事務所において、全損保ゼネラリ分会第 1回総

会を開催。総会は、小部正治弁護士（東京法律事務所）、全損保の浦上委員長、及川副書記長、田中

常任中執をはじめ、瀧元全損保委員長、日新支部、日本興亜支部、チューリッヒ分会、ニューインデ

ィア分会から総勢 13名が立ち会うもと、組合員 17名中 9名が出席しておこなわれました。 

○議長を選出し、労働組合設立の経過・主旨が説明された後、分会執行部が選出されました。 

8 月 7 日、内野委員長、居相書記長が荒金代表へ 
「通知書」および「要求書」を提出 
経営に雇用責任を果たさせるたたかいが始まりました 

執行委員長：内野恭喜  執行副委員長：郡司洋子、山口道子  書記長：居相覚史 
副書記長 ：伊藤文晴、山北裕美    組合員 １７名（8月 4日現在） 

顧問弁護士、全損保本部、全損保各支部・独立分会より１３名が応援に 

○執行部より議案第 1 号「労働組合設立および全損保加盟の件」、要求（案）が提案され質疑に入りま

した。 

○質疑では、会社のすすめ方に対する問題意識、退職金・特別優遇措置の額が明示されないことなど、

不安や疑問が噴出。たたかう決意も語られました。 

○小部弁護士、全損保委員長からの説明で事態に対する理解が深まり、議案および要求が全会一致で確

立されました。 

○支援に駆けつけた各支部・分会の仲間から激励や支援のあいさつがあり、参加した組合員は励まさ

れました。 

○最後に内野委員長が「一人一人は弱いが、支援に駆けつけてくれたみなさんの力強い励ましももら

い、みんなでたたかっていくことで活路が見えることを実感した。今日をスタートにみんなで頑張

っていこう」との決意表明があり、満場の拍手で総会を終了しました。 

質疑では疑問や不安とともに決意も語られました 

全損保の仲間からの励ましにたたかいの展望を確信 

 

 
 

 

 

全損保ゼネラリ分会ニュース 

2017 年 8月 16 日発行 

 



  
  
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用攻撃は 
許さない！ 
 

第１回団体交渉の開催が決定！ 
日時：８月２５日（金）１８時３０分より 

場所：弘済会館 千代田区麹町５－１ 

議事：要求書に対する回答を求める 

    事態の経緯に関する説明、経営の雇用責任に関して見解と回答を求める 

    東海支店、大阪支店に関する今後のすすめ方について説明を求める 

総会で明らかになった会社の理不尽さ 

○ 「財務基盤は強固」と言っているにもかかわらず、何ら責任のない労働者の雇用を切る暴
挙であること。 

○ 事業は包括移転するにもかかわらず、雇用は継承しないという「雇用責任を果たす」とい
う経営の社会的責任を放棄していること。 

○ 「特別優遇措置」として示している退職加算金は、労働者を解雇するにあたっての代償に
はほど遠い内容であること。 

○ 提示された退職時期が個々で違いがあり、その違いはどのような基準でおこなわれている
のかを明らかにしないこと。 

○ 説明責任を果たさず、解雇回避努力義務を一切果たしていないこと。 

要求書の内容 

今般のゼネラリ保険会社の日本支店閉鎖に関して、経営者としての雇用責任をはたすよう、以下、要求する。 

１．従業員の雇用を継承せず、契約のみを包括移転することになった経緯およびその内容について十分説明し、誠実に

労使協議を尽くすこと。 

２．経営として、従業員に対する雇用責任をはたすことを内外に明らかにし、その責任をはたすこと。 

 ○日本支店の閉鎖を開始するとしている 2019 年 3 月 31 日までは、雇用の継続を前提に、従業員一人一人の要望に沿

った対応を行うこと。 

 ○同時に、契約の包括移転先である三井住友海上火災社に対し、従業員の雇用も受け入れるよう交渉を行なうこと。

また、これまで同様の仕事・処遇で働けるように、経営の責任で雇用受け入れ先を確保すること。 

３．特別優遇措置については、雇用責任をはたす代償としてふさわしい内容となるよう労使協議を尽くし、労使合意を

得たうえで実施すること。その前提として、個々人に対する「特別優遇措置」の内容を文書で明示すること。 

４．今後も、日本支店の閉鎖手続きに関するすべての情報を提供し、誠実に労使協議を尽くすこと。 

疑問や不安を持った人は遠慮なく下記へ連絡ください 
「わからずに『退職合意書』に捺印をしてしまった」、「組合に加入していいのか迷っている」な
どなど。組合への加入の有無にかかわらず疑問や不安を少しでも解消するよう相談にのります 

8 月 7 日、経営に対し以下の要求書を提出 

全損保ゼネラリ分会 
委員長：内野恭喜（営業部） 
書記長：居相覚史（業務部） 
全損保本部書記局 
 ℡03-3551-7131  FAX03-3551-8130  
ｱﾄﾞﾚｽ info@niu.or.jp 

 

組合員の方は 
ぜひ参加してください 


